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小泉改革は何だったのか
最近の流行語のナンバーワンは “格差” だろう。社
会のいろいろなところで格差が広がっているというこ
とで、政治の最大の問題になっている。野党は格差を
作り出したのは小泉改革だと自民党を攻撃し、その修
正を迫る。与党側も当然のごとく格差の解消を政策課
題に掲げる。小泉改革についての評価は与党の中でも
分かれるようだ。
小泉政権は金融システムの健全化を推し進める一方
で、大幅な規制緩和と公共投資の圧縮、その上に郵政
民営化という荒療治もやった。この狙いが経済成長の
回復と財政赤字からの脱却だったことは説明されてい
る。財政赤字からの脱却に公共投資の圧縮は分かるが、
規制緩和や郵政民営化は何のためか。その裏側にある
論理は実はよく説明されていなかった。竹中さんは
レッキとしたエコノミストで、説明は明快だが、なぜ
か、その辺はうまく説明していなかったように思う。
80 ～ 90年代、欧米の先進的なエコノミストの間で
新しい経済成長理論が論じられていた。これから始ま
る知識を基盤とする経済（いわゆるニュー・エコノ
ミー）において、どうすれば経済成長を維持できるか
という問題に対する有力な答えがそれであると考えら
れていたのだ。新経済成長理論によれば、知識を基盤
とする経済においてはアイデアの価値がますます高く
なり、アイデアが続々と生まれる限り経済成長は無限
に続くというもの、アイデアからイノベーションが生
まれ、これが経済を押し上げるというシュンペーター
理論の発展型である。不思議なことにこの新経済成長
理論は日本ではほとんど知られていないが、経済産業
省は90年代半ば頃からイノベーションに強い関心を持
ち、その後、一貫してイノベーションの振興を産業政
策の柱にしようとしてきた。
知識を基盤とする経済においてイノベーションを活
発に起こさせるにはどうすべきか。シュンペーターの
論稿
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時代、つまり、モノ作りを基盤とする経済において、
信用を創造する資本主義的金融システムと挑戦的な起
業家の存在が不可欠の要件と考えられていた。新経済
成長理論はその上に、市場の自由度が高く開放的な社
会であることの重要性を強調し、さらに、国の浪費政
策を押さえ込む必要があるとしている。国の浪費政策
がイノベーションの阻害要因になるという研究結果が
あるからだ。
小泉改革はこの理論に忠実に従っていたのではない
か。90年代の日本経済はほとんど成長せず、ＧＤＰ成
長率はＯＥＣＤ加盟国の中で最低だった。欧米のエコ
ノミストは80年代あれだけ輝かしかった日本の経済が
なぜ無残にオチコボレたのか。欧米のエコノミスト達
は新経済成長理論に照らして、金融システムの国際競
争力の低さ、競争を制限する規制の多さと社会の閉鎖
性、その上に、必要性を疑問視され、浪費的と見なさ
れる巨額の公共投資に日本経済の病気の原因があると
考えた可能性は極めて高い。竹中さんは国際派だから、
そのような議論をアメリカやヨーロッパでさんざん聞
かされたに違いない。以上はまったくの想像である。
官営郵政事業は金融などサービス分野での自由な競
争を制限し、郵便という公共システムで集めた膨大な
資金が浪費的公共事業の財源になっていた。つまり、
新経済成長理論から見れば、官営郵政事業は経済成長
を阻害する諸悪の根源と見なされてもおかしくはな
かったのだ。小泉―竹中ラインはこう考えたのではな
いか。これも推測である。
規制緩和は格差を拡大する
小泉改革と平行して、経済産業省を中心にさまざま
な形でイノベーション政策が展開された。イノベー
ション担当国務大臣ができたのには驚いた。金融シス
テムの健全性を回復した。そして、低空飛行ながらゼ
ロ成長からもとにかく脱却できた。小泉改革とイノ
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ベーション政策が効を奏したと言えるかどうか、今の
ところなんとも言えない。
イノベーションが起こるには、市場が自由でなけれ
ばならない。これはこれまでのイノベーションの歴史
が実証してきたことである。イノベーションは創造的
破壊というように破壊も伴う。市場の自由度が高けれ
ば、競争は激しくなる。
規制のある社会では、競争弱者もある程度は保護さ
れるが、規制がなくなれば、優勝劣敗の結果は厳しい
ものとなる。こうして自由度の高い開放的な市場ほど
経済的な格差は生まれ易い。規制緩和が進むと共に、
自己責任という言葉が重みを増し始めた。これは、規
制で守られなくなったのだから、自分のことは自分で
守れということである。
私は丁度10年前、当時の通産省の要望で仲間と共同
して、2025年の日本社会の予測を行った。私たちは、
日本が21世紀前半、健全な成長を持続するためには、
４つの課題の解決が必要だと提言した。「安心と安全」
「エネルギ ・ー食料の自活化」「地球環境問題の解決」「超
柔軟生産」である。この４つの内の、「超柔軟生産社
会の構築」は高度情報化社会の実現と表現が変わった
が、この４つが2000年代の始めの頃の産業政策の柱に
なっていた。
情報ネットワークが地球規模で広がり、人々はあら
ゆる垣根を超えて、思い思いに動こうとする。経済活
動の自由度はますます高まっていく。その結果、家族
や地域コミュニティの繋がりは弱まり、富みは大きく
偏りオチコボレが増える、
「安心と安全」という社会的課題は私たちがもっと
も早く言い出した。市場競争を制限するような規制は
経済にとって決して良くはない。しかし、自己責任だ
けではオチコボレの増加は防げず、社会は不安定化す
る。そこで社会システムの中に多元的なセイフティ・
ネットが必要になるというように考えた結果である。
生産性の差が格差を作る
自由市場では、なぜ経済格差が生じるのか。競争力
の差が収益の差になるからである。競争力の弱い企業
は、その弱さを何かで補わない限り、競争の場に残る
ことはできない。多くの場合、賃金を下げて補う。私
たち長岡大学の研究チームは大都市部、中間部、農村
部の製造業の競争基盤の研究を行った。ここで明らか
になったことは、大都市部、中間部、農村部で製造業
の生産性に大きな違いがあり、それに比例して賃金水
準に格差が生じていることであった。今年の長岡大学
地域研究センターのシンポジウムのテーマは「なぜ、
長岡の所得は低いのか」だが、このその答えも生産性
が低いことにあるのではないか。
競争が激しくなれば、もっと厳しい状況が生まれる。
倒産すればその企業の従業員は収入を失う。一方で巨
額の利益を出す企業も現れる。アメリカの自動車市場
で、トヨタは売上を伸ばして利益を出している一方で、
ＧＭは経営危機に瀕している。
なぜ、同じ自動車メーカーでそんな競争力の差が出
るのか。理由はいくつもあるが、モノ作りのパフォー
マンスに大きな差があると昔から言われてきた。今か
ら40年以上も前、日本の自動車メーカーを見学したア
メリカの技術者たちは作り方も使っている機械もほと
んど同じなのに、なぜ、日本のメーカーの生産性は高
いのかを大いに不思議がり、その秘密がカンバン方式
にあることを見出した。そこから、日本型の多品種少
量生産システム（ジャスト・イン・タイム）が世界中
に広まったのである。
質と生産性は組織能力から
市場での競争は財であろうとサービスであろうと、
質と生産性を巡って展開される。その質と生産性を
日々高めていくのが組織の持っている能力である。藤
本隆弘氏（東大教授、自動車メーカーの競争力の研究
で世界的に有名）はトヨタ自動車の強さの秘密は「進
化する組織能力」にあると説く。トヨタは質と生産性
をいかに高めるか、組織を挙げて日常のルーチンの中
で工夫する風土と力をもっていると言うのである。組
織能力とは、組織を挙げて勉強する力、つまり、現場
をよく観察し、他の例も参考にして考え抜き、アイデ
アを試して確認する作業の繰り返しである。
つまり、企業は事業の質と生産性を高める組織能力
の強さや特徴で競争いているのである。製品やサービ
スのもつ本質的な競争優位はすべて組織能力から作り
出されるもの。これは簡単には真似ができない。アメ
リカのビッグ３はジャスト・イン・タイムを見習った
が結局、組織能力まで導入することはできなかった。
日本の製造業は世界市場で強さを維持し続けてい
る。これは日本の企業がおしなべて勉強する力をもっ
ているからである。この力は73年頃から20数年続いた
円高トレンドと闘うために自ずと身に付いた。常に質
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と生産性を高めていかなければ、円高によるコスト
アップを乗り越えて海外のメーカーと競争していくこ
とはできなかった。
中国の技術レベルが上がるに従って、生産拠点を中
国に移す企業が増えたが、中国に持っていった生産を
再び日本に戻した例は結構ある。これは、生産性の向
上で賃率の差をほとんど消してしまったからである。
仮説：勉強力の差が格差の原因
このように考えると、生産性の格差は勉強力の格差
という結論になりそうである。地方の中小企業は勉強
する力が弱いのではないのか。これは確かめられたこ
とではない。がもし、そうだとすると、質と生産性の
格差はますます広がっていくことになる。大都市圏と
地方の経済面での格差は拡大していると言われるが、
その地域の企業の勉強力が弱いからではないのか。勉
強力の弱さを道路やダムなどの田舎向きの公共事業で
補ってきたのではないか。
大手の企業が勉強の手がかりとしてベンチマーキン
グという手法を使う。これは模範としたい企業（ベス
ト・プラクティスと言う）を見つけて、その企業と自
分の会社との違いがどこにあるのかを徹底的に調べ
る。そこから勉強のやり方を決めるのである。
たとえば、長岡の企業の中でどの程度、ベンチマー
キングが使われているだろうか。カンバン方式以降も、
世界各国で数多くの生産性を高めるマネジメント手法
が開発されてきているが、これらがどの程度取り入れ
られているだろうか。働く人にとって仕事の上での勉
強は、今や必須となっている。シリコンバレーの特徴
の一つはたくさんの大学が職業人のための勉強の場を
たくさん設けていることである。私ども長岡大学もマ
ネジメントに関係した勉強の機会をこれまでにいくつ
か提供してきたが、働いている人たちの勉強に対する
意欲はあまり高くないような印象を持っている。米百
俵の精神は本当に伝統となっているのだろうか。
勉強すれば必ず質と生産性は向上する。質と生産性
が向上すれば、競争力は上がり、利益も増えるはずで
ある。これだけは確かである。米百俵の地元らしく、
とくかく勉強する企業が増えてもらいたいと思うので
ある。
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